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国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」（平成24年1月推計）から、出生中位（死亡中位）推計より

H22  128,057千人
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文部科学省「学校基本統計（平成26年度）」

中等教育学校
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S32年26,988校

S29年13,773校

＊特別支援学校：平成18年以前は盲学校、聾学校、養護学校の合計 4
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文部科学省調べ
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地域別公立小中高等学校教員採用数の推移
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今後の教員需要について

日本経済新聞（平成２６年１２月１日付け）抜粋

広島大学の山崎博敏教授の推計によれば、全国の小中学校教員の需要のピークは２０１９年で、そ
の後は大幅に減少する。優秀な人材の確保が可能になる一方で、教員養成課程を持つ大学間の競争
は激化するという。 （中略）

問題は、現在の戦後第３の大量採用のピークはいつ訪れ、いつ終焉するのかである。そこで、筆者
は、最近、２０２５年までの小中学校教員の需要推計を行った。

教員需要は、主として、児童生徒数増減と教員退職者数の２つに規定される。児童生徒数の直接の
要因である出生数は長期にわたって減少しており、１３年は約１０３万人で戦後最低を記録した。

厚生労働省国立社会保障・人口問題研究所の「日本の将来推計人口」（１２年１月推計）によると、１
４年の出生数は１００万人の大台を割り込んで９８万人、１７年には９０万人を下回ると見込まれてい
る。これが正しいとすると、小学校児童数は、１４年生まれのものが小学校に入学する２０年度以後、
大幅に減少することになる。

学校の教員は全国的に高齢教員が多く、定年退職者が急増中である。ただし東京と大阪の小学校で
は教員の世代交代は既に終わり、若手教員が最大勢力になっている。東北北部や南九州の各県では
４０、５０代前半の教員が多く、退職者の増加は数年以上も先になる。 （中略）

小学校教員需要は、全国で１７年度にピーク（１万６千人強）を迎えるが、東京オリンピックの終了後
急減が始まり、２５年度には約１万人に減少すると見込まれる。

三大都市圏では既に減少が始まっており、少なくとも２５年度まで続く。２５年度には１４年度の４分
の１の水準にまで落ち込むであろう。地方圏ではピークは１９年度ころに訪れ、その後微減する。な
お、東北北部や南九州・沖縄では、２５年度ころまで良好な状態が維持される。 （以下略）



財政制度分科会（平成27年5月11日開催）配布資料 （抜粋）

教職員定数における財政当局からの指摘



小中学校で障害に応じた特別な指導（通級指導）を受ける子供が増加 不登校の子供の割合が増加 学用品費等の援助を受けている子供が増加

大部分の教員が仕事量や保護者対応を負担に感じている

（出典）文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」 （出典）文部科学省調べ
Ｈ５ Ｈ２５ Ｈ５ Ｈ２５ Ｈ７ Ｈ２４ Ｈ７ Ｈ２４

小学校 中学校 要保護 準要保護

2.1倍 2.2倍 1.8倍 2.1倍

0.17%

0.36%

1.24%

2.69%
8.7

万人

15.3

万人

67.9

万人

139.9

万人

◎課題は複雑化・困難化している

◎学校や教員の仕事は拡大し、多様化している

（出典) 文部科学省委託「教員勤務実態調査（H18)より作成

８割の親が家庭の教育力の低下を実感

（出典) 文部科学省委託「家庭教育の活性化支援等に関する特
別調査研究」（H20)

学習指導要領の改訂で授業時数は増加

旧指導要領 新指導要領 旧指導要領 新指導要領

小学校 中学校

5367

時間

5645

時間

＋約300時間

2940

時間

3045

時間

＋約100時間

現在の学校の役割

生徒指導 町内会・地域協力活動

通学路の安全確保

学校開放

土曜日の活動

授 業

グローバル化
知識基盤社会

学校行事 部活動

総合学習

小学校英語 etc.

保護者対応

かつての学校の役割

授 業

生徒指導 学校行事 部活動

学校・教員の役割
（イメージ）

地域住民
の期待

※欧米では、教員の仕事は授業が中心。生徒指導・進路指導の比重が少ない。

我が国の学校現場をとりまく課題は複雑化・多様化している

我が国の教育を取り巻く状況
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日本語指導が必要な外国人児童生徒数

平成14年度 平成24年度

小学校

12,523

人

17,154

人

平成14年度 平成24年度

中学校

5,317

人

7,558

人

１．４倍

通級による指導を受けている児童生徒数 特別支援学級・特別支援学校（注）に在籍

する児童生徒数（国・公・私立計）

（注） 平成５年度の特別支援学校は、盲・聾・養護学校に在籍
する児童生徒数を合計した数字

(注) 平成５年度については、盲・聾・養護学校に在籍する児童生徒数
を合計した数字。

（注） 要保護とは、生活保護を必要とする状態にある者をいい、
準要保護とは、生活保護を必要とする状態にある者に準ず
る程度に困窮している者をいう。

要保護及び準要保護（注）の児童生徒数

小学校 中学校

平成５年度 平成25年度

２．１倍

小学校・小学部

平成５年度 平成25年度

１．９倍

中学校・中学部

平成７年度 平成２４年度

１．８倍

要保護

平成７年度 平成２４年度

２．１倍

準要保護

特別支援学級
45,650人

特別支援学級
120,906人

8.7

万人

15.3

万人

139.9

万人

特別支援学校

29,201人

特別支援学校

37,619人

特別支援学校

21,290人

特別支援学級

23,600人

特別支援学級

53,975人

特別支援学校

29,554人

１．４倍

平成５年度 平成２５年度

２．１倍

0.17

%

0.36

%

小学校 中学校

平成５年度 平成２５年度

２．２倍

2.69

%
1.24

%

不登校児童生徒の割合 学校内での暴力行為の件数

平成１８年度 平成２５年度

２．９倍

小学校

3,494

件

10,078件

平成１８年度 平成２５年度

中学校

27,540

件

36,869

件

１．３倍

（注） 国・公・私立学校のデータ （注） 国・公・私立学校のデータ （注） 公立学校のデータ

67.9

万人

（出典）文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」 （出典）文部科学省「児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」 （出典）文部科学省「日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入れ状況等に関する調査」

（出典）文部科学省「通級による指導実施状況調査」 （出典）文部科学省「学校基本調査」 （出典）文部科学省調べ

平成５年度 平成25年度

５．９倍

11,963人

平成５年度 平成25年度

２３．５倍
70,924人

6,958人

(注)・通常の学級に在籍しながら週に１～８単位時間程度、障害の状態等に応じた特別の指導を特別な場で行う

教育形態。

・平成18年度から通級による指導の対象にLD及びADHDを加えた。

・小・中学校における通常の学級に在籍する発達障害（LD・ADHD・高機能自閉症等）の可能性のある児童

生徒の割合は、６．５％程度と推計されている。（平成24年文部科学省調査。なお、学級担任を含む複数

の教員により判断された回答に基づくものであり、医師の診断によるものではない。）

296人

学校現場が抱える問題の状況について

15



我が国の教員の現状と課題 – TALIS2013結果概要 – 日本

1.6

2.9

2.9

2.1

7.1

19.3

38.3

3.0 

3.9

5.5

7.7

8.7

17.7

53.9
80.7%

70.0%

85.8%

80.3%

26.0%

21.9%

17.6%

15.6%

31.6%

43.8%

50.6%

59.5%

62.1%

86.4%

校内研修等で教員が日頃から共に学び合い、指導改善や
意欲の向上につながっている

研修への参加意欲は高いが､業務多忙や費用､支援不
足が課題

教員は､主体的な学びを引き出すことに対しての自信が
低く、 ICT の活用等の実施割合も低い 教員の勤務時間は参加国中で断トツに長い!人員不足感も

大きい

（時間）

勤務時間の合計

授業

課外活動
(ｽﾎﾟｰﾂ/文化)

 日本の教員の１週間当たりの勤務時間は最長。

 授業時間は参加国平均と同程度であるが、課外活動（スポーツ・文化活動）の
指導時間が特に長く、事務業務、授業の計画・準備時間も長い。

 教員や支援職員等の不足を指摘する校長も多い。

事務業務

授業計画･準備

＜１週間あたりの勤務時間＞

37.5%

47.4%

44.4%

27.5%

9.9%

32.5%

21.9%

14.1%
＜各指導実践を頻繁に行っている教員の割合＞

 日本の学校には教員が学び合う校内研修､授業研究の伝統的な実践の背景が
あり､組織内指導者による支援を受けている割合､校長やその他の教員から
フィードバックを受けている割合が高い。

 教員間の授業見学や自己評価、生徒対象の授業アンケートなど多様な取組の
実施割合が高い。

 これらの取組の効果として、指導実践の改善や仕事の満足度、意欲等の面で
好影響があると回答している教員の割合が参加国平均よりも高い。

＜主体的な学びの引き出しに自信を持つ教員の割合＞

 日本の教員は公式の初任者研修に参加している割合が高く、校内研修が盛
んに行われている。

 日本では、研修へのニーズが全体的に高いが､参加への障壁として業務スケ
ジュールと合わないことを挙げる教員が特に多く、多忙であるため参加が困難
な状況がある。

批判的思考を促す

勉強ができると自
信を持たせる

関心を示さない生
徒に動機付け

学習の価値を見い
だす手助け

他の教員の授業
を見学、感想を
述べる

研修で他校の授
業を見学

少なくとも一週間を要す
る課題を与える

進度に応じて異なる課題
を与える

少人数ｸﾞﾙｰﾌﾟで共同の
解決策を考え出す

生徒が課題や学級の活
動にICTを用いる

19.0%

55.3%

51.4%

93.9%

＜授業見学の実施状況＞

＜研修参加への妨げ＞
業務ｽｹｼﾞｭｰﾙ

と合わない

費用が高い

雇用者からの
支援不足

同僚との共同作業
/話し合い

学校運営業務

34カ国/地域
中で最長

我が国の教員の現状と課題 – TALIS2013結果概要 – 日本

参加国平均

16
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教職員の在校時間と持ち帰り仕事の状況

文部科学省委託事業「学校と教職員の業務実態の把握に関する調査研究」報告書より

小学校 中学校

在校時間
持帰り仕
事時間

在校時間
持帰り仕
事時間

校長 １１：００ １：３８ １１：１７ １：４６

副校長・教頭 １２：５０ １：５２ １２：５３ １：３２

教諭 １１：３５ １：３６ １２：０６ １：４４

事務職員 ９：５６ １：３９ ９：５６ １：４９

〈平日１日あたりの平均在校時間（概算値）と平均持帰り仕事時間〉

在校時間には、休憩時間も含まれる



21.1%

7.0%

5.1%

6.0%

3.0%

2.9%

2.5%

1.9%

2.3%

3.7%

27.3%

25.2%

58.1%

51.3%

52.5%

49.0%

38.5%

37.6%

32.9%

28.5%

34.1%

41.6%

58.8%

56.8%

19.7%

38.7%

39.6%

42.1%

53.7%

54.8%

58.6%

62.1%

58.7%

51.6%

13.3%

17.3%

1.2%

2.9%

2.8%

3.0%

4.8%

4.6%

6.0%

7.5%

5.0%

3.1%

0.6%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

l.教職員全体と同僚として協力していくこと（N=5,974）

k.対人関係能力、コミュニケーション能力（N=5,972）

j.常識と教養（N=5,970）

i.豊かな人間性や社会性（N=5,965）

h.教材解釈の力（N=5,961）

g.学習指導・授業づくりの力（N=5,948）

f.学級づくり（N=5,955）

e.集団指導の力（N=5,964）

d.児童・生徒指導力（N=5,955）

c.子どもの理解（N=5,972）

b.子どもに対する愛情や責任感（N=5,968）

a.教師の仕事に対する使命感や誇り（N=5,934）

とても充足している やや充足している やや不足している とても不足している

＜初任者教員の資質能力の充足度＞ （校長による評価）
ほとんどの項目で「やや不足している」「とても不足している」とする割合が4割を超えて
おり，校長の初任者教員に対する評価は厳しい。

「教員の資質能力向上方策の見直し及び教員免許更新制の効果検証に係る調査集計結果」より

18

校長の初任者教員に対する評価



学 部

大学院（修士課程）

大学数
入 学 定 員

合 計
教員養成課程 新課程

４４
(うち単科大学11)

１０，９７１ ３，４１９ １４，３９０

注）新課程：教員就職率の低下に伴い，昭和６２年度から教員
養成課程の一部を，教員以外の職業分野の人材や高い教養
と柔軟な思考力を身につけた人材を養成することを目的とした
課程として改組したもの。

大学数 研究科数 専攻数 入学定員

４３ ４３ １４２ ３，１６０

教職大学院（専門職学位課程）

１．課程認定数

２．国立教員養成系大学・学部の現状（平成２７年度）

大学 短期大学 大学院

国立 公立 私立 計 国立 公立 私立 計 国立 公立 私立 計

大学等数 82 84 586 752 - 18 335 353 86 76 460 622 

課程認定を有
する大学等数 77 58 472 607 - 9 237 246 80 39 309 428 

割合 93.9% 69.0% 80.5% 80.7% -% 50.0% 70.7% 69.7% 93.0% 51.3% 67.2% 68.8%

（平成26年5月1日現在）

19

区分 設置大学数 入学定員

国立 ２１ ７１８

私立 ６ １７０

合計 ２７ ８８８

大学における教員養成の現状
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※センター所属教員等は除く

№ 大学名 学部 大学院 合計

１ 東京学芸大学 1,065 329 1,394

２ 北海道教育大学 1,185 180 1,365

３ 大阪教育大学 930 221 1,151

４ 愛知教育大学 875 150 1,025

５ 福岡教育大学 630 100 730

６ 兵庫教育大学 160 324 484

７ 上越教育大学 160 300 460

８ 京都教育大学 300 117 417

９ 宮城教育大学 345 57 402

１０ 鳴門教育大学 100 300 400

１１ 奈良教育大学 255 70 325

№ 大学名 学部大学院 教職大学院 合計

１ 北海道教育大学 392 18 410

２ 東京学芸大学 280 13 293

３ 愛知教育大学 231 16 247

４ 大阪教育大学 218 - 199

５ 福岡教育大学 174 13 187

６ 兵庫教育大学 148 36 184

７ 上越教育大学 128 17 145

７ 鳴門教育大学 125 20 145

９ 京都教育大学 105 23 128

１０ 宮城教育大学 91 17 108

１１ 奈良教育大学 85 14 99

１．学生定員（降順） ２．教員数（降順）

教員養成単科大学の規模（Ｈ２６）



（文部科学省教職員課調べ）
教員分野に係る大学等の設置
又は収容定員増に関する
抑制方針の撤廃

21
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教員養成単科大学の地域別入学及び就職状況

１）入学状況

２）就職状況

613 
190 

227 
46 

572 
124 

226 
124 

55 
37 

223 

147 

189 

81 

58 

117 

216 

10 

90 

17 

194 

150 

40 

380 

47 

65 

76 

58 

41 

46 

63 

95 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道教育

宮城教育

東京学芸

上越教育

愛知教育

京都教育

大阪教育

兵庫教育

奈良教育

鳴門教育

福岡教育

所在地県出身 近隣県出身 他地域出身

337 
119 

196 
36 

430 
68 

157 
92 

47 
21 

188 

36 

68 

47 

19 

49 

109 

1 

44 

12 

46 

63 

36 

88 

27 

23 

20 

21 

18 

8 

47 

50 

27 

19 

82 

4 

16 

27 

14 

5 

10 

7 

32 

294 

149 

305 

54 

195 

152 

168 

48 

65 

23 

169 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

北海道教育

宮城教育

東京学芸

上越教育

愛知教育

京都教育

大阪教育

兵庫教育

奈良教育

鳴門教育

福岡教育

所在地県公立教員 近隣県公立教員 他地域公立教員 公立以外の教員 教員以外の就職及び未就職
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国立大学教員養成学部入学定員の推移
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1
0

0

国立大学教員養成学部（教員養成課程）応募者数等の推移

年度
教員養成課程

入学定員
(a)

応募者数
(b)

受験者数
(c)

合格者数
(d)

入学者数
(e)

競争倍率
(c/d)

応募倍率
(b/a)

H16 9,730 49,626 40,473 11,221 10,629 3.6 5.1 

H21 10,358 39,825 31,125 11,614 10,989 2.7 3.8 

H26 10,796 40,563 30,716 11,905 11,349 2.6 3.8 

●近年は入学定員と入学者数が少しずつ増加傾向

●受験者数は未だ減少（応募者数は直近では増加に転じた）

●一方で合格者は増加傾向（学生の質が懸念される）
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4.5
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3.7

3.8

3.9
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4.1

4.2

4.3

4.4

4.5

4.6

4.7

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７

全学部

教員養成分野

国立大学教員養成分野にかかる志願倍率の推移
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(百人)

教員就職率
（卒業者から進学者・保育士除く）

教員就職率

国立の教員養成大学・学部（教員養成課程）卒業者の教員就職状況
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国立の教員養成大学・学部（教員養成課程）卒業者の教員就職内訳
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1,354 1 
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一般大学卒
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公立の小学校，中学校，高等学校，特別支援学校の教諭，養護教諭及び栄養教諭の学歴別採用者の割合

28

教員養成大学卒

大学院修了

公立学校教員採用試験における学歴別採用者の状況
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２）中学校教員採用率
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一般学部等 教員養成学部 占有率

公立中学校採用者数の推移
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(1)公立学校教員採用数の動向

(2)国立教員養成大学学部卒業者の就職別の動向

小中高の教員
採用数が年々
増加

近年は教員へ
の就職の増減
はなく、他職
への就職が増
加

学校教員の
大量退職

上記の状況に
関わらず

公立学校教員採用の動向と教員養成大学学部卒業者の就職状況



34

135
195 195 185 170 170 170 170

571

631 645 645 645 645 663 718

15

18
19 19 19 19 19

21

4

6 6 6 6 6 6 6

0

5

10

15

20

25

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

国立入学定員 私立入学定員 国立設置数 私立設置数

教職大学院の設置数と入学定員の推移



1
,7

7
9

 
1

,8
5

9
 

1
,9

9
5

 
1

,9
9

5
 

2
,0

4
8

 
2

,1
0

2
 

2
,2

4
3

 
2

,3
5

3
 

2
,4

9
1

 
2

,6
2

7
 

2
,8

5
9

 
3

,0
2

9
 

3
,1

5
5

 
3

,2
5

7
 

3
,3

2
3

 
3

,4
7

3
 

3
,7

3
6

 
3

,9
1

8
 

3
,9

9
7

 
4

,0
0

5
 

4
,0

1
5

 
4

,0
2

1
 

4
,0

2
6

 
3

,9
8

6
 3

,5
0

1
 

3
,3

4
7

 
3

,3
3

3
 

3
,2

6
5

 
3

,2
6

5
 

3
,2

5
5

 
3

,2
3

5
 

3
,1

6
0

 

5
7

1
6

3
1

6
4

5
6

4
5

6
4

5
6

4
5

6
6

3
7

1
8

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

専門職学位課程

修士課程

35

（国立大学）

修士課程と専門職学位課程の入学定員の推移



国立大学：21大学（入学定員718人）
私立大学： 6大学（ 同 170人）
合 計 27大学（ 同 888人）

＊22都道府県で設置
＜25県で未設置＞

宮崎
(28)

長崎
(38)

大分

福岡
教育

(20)
佐賀

青森

岡山
(20)

鳥取

広島

島根

山口

香川

鳴門
教育

(50)

愛媛

高知

静岡(20)
常葉(20)

神奈川

上越
教育

(50)

沖縄

埼玉

山形
(20)

聖徳
(15)

福島

宮城
教育

(32)

東京学芸(40)
創価(25)
玉川(20)
帝京(30)
早稲田(60)

岩手

茨城
宇都宮

(15)

秋田

熊本

鹿児島

山梨
(14)

群馬
(16)岐阜

(20)

長野

三重

愛知
教育

(50)

滋賀奈良
教育

(20)

京都
教育

(60)
富山

福井
(30) 石川

和歌山

大阪
教育

(30)

兵庫
教育

(100)

北海道教育
(45)

教職大学院の設置済
都道府県(22)

教職大学院の未設置県
(25)

※ 大学名の下の（ ）は入学定員、下線は私立大学、その他は国立大学

教職大学院の設置状況（Ｈ２７）



教職大学院入学定員と充足状況（推移）
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教員養成系修士課程と教職大学院の就職先の比較

383 

217 

365 

104 

13 236 

40 

293 

42 

14 

48 

1 

93 

3 

607 

10 

287 

10 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

修士課程

教職大学院

公立小 公立中 公立中等 公立高等 その他教員 保育・こども園 大学等教員 進学 他の職業 未就職

○H26.3修了者で現職教員を除く

※その他教員には、特別支援学校、幼稚園、養護教諭、栄養教諭、教育委員会、国私立学校教員が含まれる。



［参考］ Ｈ２８組織整備

40



平成２８年度 国立大学の教員養成系大学・学部の組織改革

第３期中期目標期間を迎え、ミッションの再定義で明確となった強み・特色・社会的役割を強化するため、国立の教員養成系学部・大学院については、１８歳人
口の減少や人材需要等を踏まえ、組織の廃止や社会的要請の高い分野への転換に積極的に取り組むこととしている。具体的には、小学校教員養成課程や教
職大学院への重点化、いわゆる「新課程」の廃止等の組織編成の抜本的見直し・強化を図ることとしている。

大学学部 大学院

養成課程 新課程 合計 修士課程 教職大学院

Ｈ２７ １０，９７１ ３，４１９ １４，３９０ ３，１６０ ７１８

Ｈ２８要求 １１，１５８ ２，３２７ １３，４８５ ２，７５２ １，０５４

増減 １８７ △１，０９２ △９０５ △４０８ ３３６

大学学部

１５大学において新課程を廃止するなど１７大学に
おいて組織見直しを実施

大 学 院

１８大学において教職大学院の新設するなど２３
大学において組織見直しを実施

取
組
例

取
組
例

福 井 大 学

教員養成に特化し、初等教育コース、中等教育コースを設置、①新しい
指導力の養成、②近年の教育改革の方向性に合わせた教員養成の充
実、③チーム学校を支える教員の養成を実現するカリキュラムに変更。[新
課程は新たな学部へ転換]

福 岡 教 育 大 学

教員養成に特化し、従来の学問分野縦割りでの区分を変更し、課程全
体での入試の導入やカリキュラム改革の推進とともに、教員組織である「教
職教育院」を設置して、意欲のある教員を集結させて教員養成機能の向
上を図るための実行体制を組織。

大 分 大 学

教員養成に特化し、小学校教育コース、特別支援教育コースを設置する
とともに、新しい教育指導体制（メンタリング・コーチングシステム）を導入
し、卒業まで一貫した責任ある協働指導体制を実施。 [新課程は新たな学
部へ転換]

新 潟 大 学
学校現場での実践を中心に捉え、学校現場を特定連携協力校とし
て一部の科目を開講する他、他学部や学内センターの人材を活用するなど
の総合大学としての強みを活かした教職大学院を設置。

信 州 大 学

異なる立場の者が参画する「アリーナ」と呼ばれる指導スタイルで学びを実
現するとともに、現職教員学生については、公立だけでなく、特に県内の教員
の研修校である附属学校の教員を対象として附属学校を有効に活用。

愛 媛 大 学

隣接する「松山市教育センター（仮）」を活用した現職教員の教員研修プロ
グラムに企画から関与する授業科目の開設や、松山市内全ての小・中学校
を連携協力校とした実習等による協力体制を構築。



琉球

鹿児島

宮崎熊本

長崎 大分

福岡
教育

佐賀

高知
鳴門
教育

香川愛媛

山口

広島

島根

岡山

(鳥取)
兵庫
教育

大阪
教育

和歌山

三重

奈良
教育

京都
教育

福井 金沢

滋賀

岐阜

愛知
教育

静岡

信州

(富山)

横浜
国立

東京
学芸

山梨

群馬

上越
教育

秋田

(山形)

新潟

宇都宮

埼玉

千葉

茨城

(福島)

宮城
教育

岩手

弘前

北海道教育

新課程の見直しに向けた動き（Ｈ２８概算要求）

教員養成：720   
新 課 程：465
(学科設置)

教員養成：110   
新 課 程：100
(学科設置)

教員養成：170

教員養成：160

教員養成：345

教員養成：220   
新 課 程：150

教員養成：160

教員養成：220

教員養成：250   
新 課 程：100

教員養成：405

教員養成：170

教員養成：430

教員養成：125   

教員養成：825   
新 課 程：185
(課程設置)

教員養成：230   
新 課 程：150

教員養成：240

教員養成：100教員養成：100

教員養成：250

教員養成：300

教員養成：643   
新 課 程：232

教員養成：240教員養成：300

教員養成：255

教員養成：200

教員養成：160

教員養成：525   
新 課 程：405

教員養成：165

教員養成：280

教員養成：170

教員養成：240

教員養成：100

教員養成：160   
新 課 程：315

教員養成：180   

教員養成：160   
新 課 程： 40教員養成：160

教員養成：130   
教員養成：240   
新 課 程： 35

教員養成：100   
新 課 程： 90

教員養成：230   
新 課 程： 60

教員養成：120

教員養成：135

教員養成：615教員養成：120

入学定員はH28年度の要求人数

未設置又は見直し済大学(19)

２８年度見直し大学(15)

（ ）は教員養成学部を持たない大学

教員養成課程 新課程 学部合計

Ｈ２７ １０，９７１ ３，４１９ １４，３９０

Ｈ２８要求 １１，１５８ ２，３２７ １３，４８５

増減 １８７ △１，０９２ △９０５



琉球

鹿児島

宮崎熊本

長崎 大分

福岡
教育

佐賀

高知
鳴門
教育

香川愛媛

山口

広島

島根

岡山

(鳥取)
※島根大にお
いて養成 兵庫

教育

大阪
教育

和歌山

三重

奈良
教育

京都
教育

福井 金沢

滋賀

岐阜

愛知
教育

静岡

信州

(富山)

横浜
国立

東京
学芸

山梨

群馬

上越
教育

秋田

(山形)

新潟

宇都宮

埼玉

千葉

茨城

(福島)

宮城
教育

岩手

弘前

北海道教育

教職大学院設置に向けた動き（Ｈ２８概算要求）

（修士：32）

教職：32   
（修士：25）

教職：20

教職：20
（修士：6）

教職：60   
（修士：240)

教職：15
（修士：37）

教職：20
（修士：59）

教職：15
（修士：25）

教職：20
（修士：42)

教職：16   
（修士：23）

教職：15
（修士：32）

教職：40   
（修士：279）

教職：14   
（修士：28）

（修士：100）

教職：20
（修士：20）

教職：20   
（修士：52）

教職：50   
（修士：100）

教職：20   
（修士：49）

教職：37   
（修士：30） 教職：15

（修士：65）

（修士：41）

教職：60   
（修士：57）

教職：25   
（修士：45）

教職：100   
(修士：200)

教職:30
（修士：191）

教職：15
（修士：30）

教職：20
（修士：152）

（修士：40）
教職：14

（修士：27）

教職：20   
（修士：70）

教職：50   
(修士：250)

教職：14
（修士：37）

教職：15
（修士：40）

（修士：30）

教職：40   
（修士：60）

教職：28   
（修士： 8）

教職：38   

教職：20

教職：10
（修士：21）

（修士：47）

（修士：38）

教職：14
（修士：21）

入学定員はH28年度の要求人数

島根

教職：17
（修士：8）

(鳥取)

※島根大に
おいて養成

教職：16

教職：45   
（修士：135）

教職：14

設置済(21)

２８開設予定大学(18)

（ ）は教員養成学部を持たない大学

教職大学院 修士課程

Ｈ２７ ７１８ ３，１６０

Ｈ２８要求 １，０５４ ２，７５２

増減 ３３６ △４０８


